
2月26日 本会議（開会）

○会期の決定　　
○施政方針説明（知事）
○都内の治安状況説明（警視総監）
○監査結果報告
   （監査委員・包括外部監査人）

3月4日 本　 会　 議 ○代表質問（4会派4人）

5日 本　 会　 議 ○一般質問（4会派15人）

6日 本　 会　 議
○一般質問（7会派等13人）
○予算特別委員会の設置、予算案の付託
○議案等の常任委員会への付託

7・10日 常 任 委 員 会 ○一部付託議案の審査等

11日 本 会 議 ○一部議案の議決等

12日～14日 予算特別委員会 ○総括質疑（3日間）（7会派25人）

17日～20日 常 任 委 員 会 ○付託議案の審査等

25日 予算特別委員会 ○しめくくり総括質疑（7会派7人）

26日 予算特別委員会 ○討論（7会派7人）・採決

　　　28日 本会議（閉会）○議案の議決等

【会期31日間】
定例会日程平成26年第1回

平成２6年度予算の概要

財政規模

一般会計の歳入内訳

一般会計の歳出内訳

　

一般会計
歳入総額

6兆6,667億円

都税
4兆6,698億円
（70.0％）国庫支出金

3,749億円
（5.6％）

福祉と保健 
1兆614億円
（22.5%）

教育と文化 
1兆125億円
（21.5%）

労働と経済 
4,705億円
（10.0%）

生活環境 
2,294億円
（4.9%）

都市の整備 
7,757億円
（16.5%）

警察と消防 
8,596億円
（18.3%）

企画・総務 
2,995億円
（6.4%）

公債費・特別区財政
調整会計繰出金等
1兆9,580億円

都債
4,380億円
（6.6％） その他の収入

1兆,１,840億円
（17.8％）

※表及びグラフの計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しています。

一般歳出
4兆7,087億円

（100％）

一般会計
歳出総額

6兆6,667億円

区　　分 26年度　 25年度　 増減率

一般会計 66,667 62,640 6.4％

特別会計 42,694 40,265 6.0％

公営企業会計 24,033 17,933 34.0%

合　　計 133,394 120,838 10.4%

会派等構成変わる
　平成26年1月22日付でみんなの党は「みんなの党 Tokyo」
に名称変更しました。
  また、平成26年2月12日付で都議会結いの党が「都議会結い
と維新」に会派名を変更。 同日付で日本維新の会東京都議団
が解散し、やながせ裕文議員（大田区選出）と石川良一議員
（南多摩選出）が都議会結いと維新に入会しました。
　これにより、会派等構成は次のとおりとなりました。

 ●定数127人／現員127人（平成26年2月12日現在）

東京都議会自由民主党 59人
都議会公明党 23人
日本共産党東京都議会議員団 17人
都議会民主党 15人
都議会結いと維新 5人
みんなの党 Tokyo 4人
都議会生活者ネットワーク 3人
無所属（深呼吸のできる東京） 1人

定例会の予定平成26年第2回

●ＴＯＫＹＯ　ＭＸ（地上デジタル放送9ｃｈ）で本会議の模
様を生中継・ダイジェストで放送します。
●開会後にTOKYO　MXで「都議会の焦点」を放送し
ます。
●放送日時は都議会ホームページなどでお知らせします。

6月10日 開会（本会議）
17日 代表質問（本会議）
18日 一般質問（本会議）

19日～ 23日 常任委員会
25日 閉会（本会議）

　知事から提出された平成26年度予算案は、３
月６日の本会議において設置された予算特別委
員会に付託され、審査が行われました（５～７
面参照）。定例会最終日の３月28日、本会議に
おいて、予算特別委員長より委員会での審査の
経過と結果が報告され（７面参照）、討論のの
ち採決が行われました。その結果、原案のとお
り可決され、平成26年度予算が成立しました。
　予算の概要は次のとおりです。

「都議会だより」配布場所と定期読者募集のお知らせ
　「都議会だより」は年５回発行しており、新聞折込で配布するほか、都の施設や区市町村の
窓口、図書館、都営地下鉄駅構内、公共機関窓口などにも置いてあります。また、都議会ホー
ムページでもご覧になれます。
　このたび、上記方法で入手困難な方のため、26 年７月から 27 年３月までに発行する「都議
会だより」を郵送でお届けする定期読者を募集いたします。
　募集期間や申込方法等は次のとおりです。
【募  集  期  間】　４月２８日～５月３１日
【申  込  方  法】　①送り先の住所・氏名を記載した返信用封筒（長３：120ミリ×235ミリ）を４
　　　　　　　　　枚準備し82円切手を貼ってください。
　　　　　　　　②①のとおり準備した封筒４枚を一つの封筒に入れて、下記申込先にお送り

ください。
　　　　　　　　※２部以上希望される場合は、下記へお問い合わせください。
【郵送予定時期】　７月下旬、11月上旬、27年１月上旬、１月下旬

（申込先・問い合わせ先）　〒163-8001 新宿区西新宿２－８－１
都議会広報課　☎03－5320－7126　FAX03－5388－1779

「都議会だより」配布場所と定期読者募集のお知らせ
　「都議会だより」は年５回発行しており、新聞折込で配布するほか、都の施設や区市町村の
窓口、図書館、都営地下鉄駅構内、公共機関窓口などにも置いてあります。また、都議会ホー
ムページでもご覧になれます。
　このたび、上記方法で入手困難な方のため、26 年７月から 27 年３月までに発行する「都議
会だより」を郵送でお届けする定期読者を募集いたします。
　募集期間や申込方法等は次のとおりです。
【募  集  期  間】　４月２８日～５月３１日
【申  込  方  法】　①送り先の住所・氏名を記載した返信用封筒（長３：120ミリ×235ミリ）を４
　　　　　　　　　枚準備し82円切手を貼ってください。
　　　　　　　　②①のとおり準備した封筒４枚を一つの封筒に入れて、下記申込先にお送り

ください。
　　　　　　　　※２部以上希望される場合は、下記へお問い合わせください。
【郵送予定時期】　７月下旬、11月上旬、27年１月上旬、１月下旬

（申込先・問い合わせ先）　〒163-8001 新宿区西新宿２－８－１
都議会広報課　☎03－5320－7126　FAX03－5388－1779

ＴＯＫＹＯほっと情報
～都議会トピックス～

＜問い合わせ先＞
都議会広報課（放送係）☎03－5320－7124

都議会提供テレビ番組
テレビ東京（地上デジタル放送７ch）

厚生委員会と経済・港湾委員会の活動を
紹介します。

5月6日（火・祝）
１０：００～１０：５０
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平成26年第１回定例会　　各会派等の議案への賛否　　　　　　○賛成　×反対  　　　
会派等名

件　名  議員数

自 公 共 民 い み ネ 無
（深）

審 議

結 果59 23 17 15 5 4 3 1
知　　　事　　　提　　　出　　　議　　　案

予　
　
　
　
　

算

26
年
度
予
算

水道事業会計 ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ 可決

一般会計／地方消費税清算会計／と場会計／都営住宅等事業会計／臨海都市基盤整備事業会計／病院会計／
中央卸売市場会計／都市再開発事業会計／臨海地域開発事業会計／交通事業会計／高速電車事業会計／工業
用水道事業会計／下水道事業会計

○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 可決

特別区財政調整会計／小笠原諸島生活再建資金会計／母子福祉貸付資金会計／心身障害者扶養年金会計／中
小企業設備導入等資金会計／林業・木材産業改善資金助成会計／沿岸漁業改善資金助成会計／都営住宅等保
証金会計／都市開発資金会計／用地会計／公債費会計／港湾事業会計／電気事業会計

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

26
年
度

補
正
予
算

一般会計（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

25
年
度

補
正
予
算

中央卸売市場会計（第１号） ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 可決

一般会計（第３号）／特別区財政調整会計（第 1号）／地方消費税清算会計（第１号）／高速電車事業会計（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

条　
　
　
　
　
　

例

新　
　

設

東京都農業構造改革支援基金条例 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 可決

平成二十五年度分の都と特別区及び特別区相互間の財政調整の特例に関する条例／東京都民生委員定数条例
／東京都指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準に関する条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

一　

部　

改　

正

東京都立学校の授業料等徴収条例 ○ ○ × × ○ ○ × ○ 可決

東京都給水条例 ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ 可決

非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例／東京都職員定数条例／東京都体育施設条例／学校職員の定数
に関する条例／学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例／学校職員の給与に関する条例／東京都立
学校設置条例／東京都生涯学習審議会条例／東京都土地利用審査会条例／東京都後期高齢者医療財政安定化
基金条例／東京都障害者支援施設等に関する条例／東京都産業労働局関係手数料条例／東京都立職業能力開
発センター条例／東京都中央卸売市場条例／東京都立芝浦屠場条例／鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する
法律施行条例／東京都道路占用料等徴収条例／東京都河川流水占用料等徴収条例／東京都葬儀所条例／東京
都工業用水道条例／東京都下水道条例／警

＊1

視庁関係手数料条例

○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 可決

東京都議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 可決

東京都消費者行政活性化基金条例／東京都地域自殺対策緊急強化基金条例／東京都安心こども基金条例／東
京都緊急雇用創出事業臨時特例基金条例／東京都青少年問題協議会条例／公立大学法人首都大学東京に係る
地方独立行政法人法第四十四条第一項の条例で定める重要な財産を定める条例／東京都知事等の給料等に関
する条例／東京都附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例／東京都恩給条例／特別区における東
京都の事務処理の特例に関する条例／市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例／都と特別区及
び特別区相互間の財政調整に関する条例／東京都固定資産評価審議会条例／東京都区市町村振興基金条例／
東京都人事委員会委員の給与等に関する条例／東京都選挙管理委員の報酬及び費用弁償条例／東京都監査委
員の給与等に関する条例／東京都都税条例／東京都固定資産評価審査委員会の委員の報酬及び費用弁償に関
する条例／東京都固定資産評価員の報酬及び費用弁償に関する条例／東京都収用委員会委員等の報酬及び費
用弁償に関する条例／東京都教育委員会委員の報酬及び費用弁償に関する条例／都立学校の学校医、学校歯
科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例／東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進す
る条例／東京都営住宅条例／東京都福祉住宅条例／東京都社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例／東京
都介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例／東京都介護職員処遇改善等臨時特例基金条例／東京都立看護専門
学校条例／介護保険法施行条例／東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条
例／地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターに係る地方独立行政法人法第四十四条第一項の条例で定
める重要な財産を定める条例／東京都福祉保健局関係手数料条例／東京都指定障害児通所支援の事業等の人
員、設備及び運営の基準に関する条例／東京都指定障害児入所施設の人員、設備及び運営の基準に関する条
例／東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例／精神保健及び精神障
害者福祉に関する法律の規定による任意入院者の症状等の報告に関する条例／東京都薬物の濫用防止に関す
る条例／東京都医療施設耐震化臨時特例基金条例／地方独立行政法人東京都立産業技術研究センターに係る
地方独立行政法人法第四十四条第一項の条例で定める重要な財産を定める条例／東京都が東京信用保証協会
に対し交付する補助金に係る回収納付金を受け取る権利の放棄に関する条例／東京海区漁業調整委員会委員
及び東京都内水面漁場管理委員会委員の報酬及び費用弁償に関する条例／東京都港湾管理条例／東京都営空
港条例／東京都労働委員会委員の報酬及び費用弁償に関する条例／都民の健康と安全を確保する環境に関す
る条例／東京都省エネルギーの推進及びエネルギーの安定的な供給の確保に関する条例／東京都霊園条例／
警視庁の設置に関する条例／東京都公安委員会委員の報酬及び費用弁償に関する条例／警視庁留置施設視察
委員会の設置に関する条例／警視庁の警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関する条例／東京消防庁
の設置等に関する条例／東京都消防関係手数料条例／火災予防条例／特別区の消防団員等の公務災害補償に
関する条例／警

＊2

視庁関係手数料条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

廃
止

保険業法に基づく特定保険業の認可審査に係る手数料に関する条例／東京都肢体不自由者自立ホーム条例／
東京都地球温暖化対策推進基金条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

契　約
環２勝どき高架橋（仮称）上部仕上げ工事（25一一環２築地）請負契約 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 可決

都営住宅25H一106東（江東区辰巳一丁目）工事請負契約／武蔵野の森総合スポーツ施設（仮称）（25）新築給水
衛生設備工事（その２）請負契約

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

事　件
平成25年度の連続立体交差事業の実施に伴う費用の関係特別区・市の負担の変更／包括外部監査契約の締結
／平成26年度の連続立体交差事業の実施に伴う費用の関係特別区・市の負担

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

諮　問 地方自治法第206条の規定に基づく審査請求に関する諮問 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 棄却すべき

専　決

地方自治法第179条第１項の規定に基づき専決処分した公安テロ情報流出被害国家賠償請求事件の控訴提起
に関する報告及び承認

○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 承認

地方自治法第179条第１項の規定に基づき専決処分した平成25年度東京都一般会計補正予算（第２号）の報告
及び承認

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承認

人　事
東京都教育委員会委員の任命（遠藤勝裕）／東京都収用委員会委員の任命（池田眞朗、岩谷眞）／東京都収用委
員会予備委員の任命（岩崎隆）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意

議　　　員　　　提　　　出　　　議　　　案
決　議 工業用水道料金の減免措置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

自…東京都議会自由民主党、公…都議会公明党、共…日本共産党東京都議会議員団、民…都議会民主党、い…都議会結いと維新、み…みんなの党 Tokyo、
ネ…都議会生活者ネットワーク、無（深）…無所属（深呼吸のできる東京） （平成 26 年 3月28日現在）

第
1
回
定
例
会
の
概
要

平
成 

26 

年

神代植物公園（調布市）神代植物公園（調布市）

本 号 の 主 な 内 容
２面 ☆第１回定例会　代表質問（要旨）　　☆監査結果報告（要旨）

３～４面 ☆第１回定例会　一般質問（要旨）

５～６面 ☆予算審議の流れ　　☆予算特別委員会委員名簿
 ☆予算特別委員会　総括質疑（要旨）

７面 ☆予算特別委員会　しめくくり総括質疑（要旨）／討論（要旨）
　 ☆予算特別委員長報告（要旨）

８面 ☆各会派等の議案への賛否　　☆平成２６年度予算の概要
　 ☆会派等構成変わる　　☆第２回定例会の予定
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